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　Ｉ．　問　題
　支出税は，1970年代後半から80年代前半にかけて，各国の研究者や実
務家を巻き込みながら，主として理論的な観点から幅広く検討されてきた。
この時期の支出税研究は政策面に直接的な影響を及ぼすことは少なかった
ものの，税制改革の方向性に関わる諸問題を考察するうえで，多くの有益
な視点を与える契機となった。というのも，支出税に対する賛否の議論を
通じて，租税の理念や経済効果などをめぐるさまざまな論点が，従来より
も多面的・多層的に提示されることとなったからである1)。
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　80年代後半になると，70年代末の「ロディン報告」２）「ブループリント］３）
「ミード報告」４）などのような体系的かつ本格的な報告書こそ公にされる機
会は減ったものの，支出税に対する理解は着実に進展し，その論拠をめぐ
る地道な研究は継続的に行われていった。その結果，所得税を全面的に代
替ないし補完する租税として，支出税の理念は現実の租税政策にもしだい
に影響を及ばすようになった。
　こうしたプロセスを経て，支出税をめぐる議論は，今や「理論的検討」
という段階から「実施可能性」という段階に向かって歩み始めているかの
ようにみえる。とりわけアメリカ合衆国においては，1995年４月に共和
党のドメニチDomenici, P.上院議員，民主党のナンNunn, S.上院議員に
よる共同提案として上院に示されたＵＳＡ租税法案USA (Unlimited Sav-
ings Ａ11０wance)Tax Act of 1995 に象徴されるように5）,支出税の導入は政
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策課題として急速に現実味を帯びつつある6)。
　しかしながら，理論の局面から実施の局面へと進み始めたとたん，租税
の問題は普遍性の世界から個別性の世界へと引きずり込まれる。この点を
敷衍していえば，国家や社会，あるいは共同体のもつ個性を無視するなら
ば，新鋭の導入は必ずといってよいほど暗礁に乗り上げてしまうというこ
とである。財政理論的にきわめて精密にデザインされた租税であっても，
立ちはだかる現実を前に望まざる退歩を余儀なくされることも少なくない。
　これに関連して触れておきたいのはインドにおける支出税導入の経験で
ある７）。発展途上国でのこの経験は，先進国への支出税導入にとってほと
んど参考にならないと評価されることも多いが，カルドアKaldor,N.に
よって精密にデザインされた付加税としての支出税案が，その法制化のプ
ロセスで原型をとどめないほどに改編されてしまったという現実は，先進
国においても十分起こりうる事態である。したがって，支出税導入に際し
て予想される政治的・社会的な問題に対して，各国の実状に応じた処方箋
を用意しておく姿勢が，支出税を提案する側に強く求められることになる
だろう。
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　こうした要請を受けるかのように，ドイツにおいては，支出税の理論的
な精緻化と並行して実施可能性についてもかなりの程度本格的な検討が加
えられるようになっている。近年のドイツにおける支出税研究は，ミチュ
ケMitｓｃｈｋｅ,J.8），ハックマンＨａｃｋｍａｎｎ,J.9）,ヴェンガーＷｅｎｇｅｒ,Ｅ.10）
などの論者によって先導されるかたちで進められてきたが，1989年６月
にハイデルべルク大学経済学部とアルフレッド・ヴェーバー協会が共催し
た消費課税に関する国際会議では，財政学のみならず隣接諸領域のさまざ
まな研究者によって，実施可能性をも視野に入れながら支出税の問題が議
論されている。
　この会議の成果は『消費課税に関するハイデルべルク会議』（原題:
Heidelberg Congress on Taxing Ｃｏｎsｕｍｐtｉｏｎ）と題する英語版報告書11）にまと
められて1990年に公刊されたが，編集も構成も英語版とは異なるドイツ
語版報告書『消費指向型租税体系の構築』（原題:Konsumorientierte
Neuordnung des Steuersystems）１２）の存在は意外なほど知られていない。英
語版とドイツ語版の決定的な相違は，後者がドイツにおける租税政策およ
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び租税現実に配慮した編集・構成になっているという点にあり，その意味
では，ドイツというコンテクストにおける支出税提案のリアリティを高め
るものといえよう。
　そこで本稿では，このドイツ語版テクスト『消費指向型租税体系の構築』
からとくに二つの論文を選び，支出税体系一般13）の論拠構成と実施可能性
に関する問題点という観点から，ドイツにおける支出税研究の現状をみて
いきたい。
　Ⅱ．支出税の論拠構成に関する問題点
　　　　　－ローゼの所説をめぐってー
　『消費指向型租税体系の構築』は，全７部構成，本文574ページの比較
的大きな研究報告書で，これに収録された報告論文は合計19点にのばっ
ている14）。
　これらのうち，支出税一般のあるいは支出税体系の論拠を理論的な側面
から直接的に支援する目的を持った論文は，編者であるローゼRose, M.
が執筆した本報告書の総論部分ともいえる「消費課税ベースに基づいた租
税体系のための最終弁論」（原題:Pladoyer fur ein Konsumbasiertes Steuer-
ｓｙstｅｍ）15）を除いてほとんど見当たらない。確かに，他にも理論的な問題
を取り上げた論文は少なくないが，支出税体系下の企業税としてのキヤツ
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シュ・フロー税の構成Ausgestaltungや現行付加価値税の再構成をテー
マとし，併せてそれらの個別的な論拠を検証するといった性格のものが主
体で，支出税一般あるいは支出税体系そのものが議論の主な対象とされて
いるわけではない。したがって，ここでは，支出税体系そのものの論拠構
成という観点から，上記のローゼ論文を取り上げることとしたい。
　ローゼ論文は，シュムペーターSchumpeter, J. A.の提案した個人所得
税を代替する租税としての消費所得税ｖｅｒbｒａｕｃｈsｅｉｎｋｏｍｍｅｎstｅｕｅｒ16）と
ブラドフォードBradford, D. F.が中心になってまとめた「ブループリン
ト」における個人税としてのキャッシュ・フロー消費税Cash-flow Con-
sumption　Ｔａｘ17）を引き合いに出しながら，所得課税体系に代替するもの
としての支出税体系の選択，という認識を鮮明にするところから始まって
おり，「最終弁論Pladoyer」という表題の通り，支出税体系（消費課税体
系）の所得課税体系に対する優位性を意欲的に主張しようとするものであ
る。
　ローゼの支出税体系支持論の論拠は一ロにいって所得税体系に優る支出
税体系の「合理性」という点に集約される。こうした立論は，かつてハラ
- Haller, H.およびノイマルクNeumark, F.が提示した「合理的租税体
系」の理念に依拠したものであることをローゼは明示的に述べているが18）
この点においてすでにローゼによる立論の整合性はきわめて怪しいものと
なってしまっている。ここでは，とくにハラーによる合理的租税体系の理
念とローゼの支出税論とを対照することによって議論を進めたい。
　ハラーの合理的租税体系の理念は19）,周知のように以下の８つの租税原
則から成っている。
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　(1)安価な徴税：徴税費が可能な限り小さいこと。
　(2)安価な応諾費用(コンプライアンス・コストcompliance cost)：納税にあ
　　たって納税者が負担する経費が可能な限り小さいこと。
　(3)負担の軽減：納税者が感知する負担が可能な限り小さく，彼らの経済
　　活動に対する意欲を損なう度合いが小さいこと。
　（４）中立性：生産要素の最小費用の組み合わせ(内的合理性)と消費者の
　　選好に適合した生産調整(外的合理性)を侵害しないこと。
　(5)景気政策的効率性：課税を景気政策や雇用政策に対してできるだけ有
　　効に利用できること。
　(6)分配政策的効率性：課税を通じて分配の公正が確保できること。
　(7)私的領域の尊重：個人的事情の公開を可能な限り回避できること。
　(8)内部的整合性：課税の際に重複(ニ重課税)や脱漏を回避できること。
　　また，あらかじめ定められた複数の租税政策手段のあいだにおける競
　　合や対立を回避できること。
　こうした認識の下にハラーは，主要税（ここでハラーの意図するのは累進
所得税と単一税率の付加価値税)と副次税(おなじくハラーの意図するのは資産
税,相続・贈与税および石油税や酒税など若干の個別消費税)からなる租税体系
を構想している。
　問題となるのは，この最後の点，すなわち，ハラーが具体的に構想して
いるのが，主要税と副次税からなる租税体系という点である。ハラーは，
これら８つの公準を単一の租税において満たすのは困難という判断から，
主要税・副次税から成る租税多元論を展開したのであり，その合理的租税
体系構想は，フィジオクラートやランペLampe, A.の単一税構想に対す
る批判として提示されたもの，という評価さえみられる20)。ところが，ロ
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－ゼ論文において課税の基準として想定されているのはもっぱら「消費」
であり，この基準は租税体系全体を貫くものでなければならない。つまり，
ローゼの支出税構想は消費課税ベースを採用した単一税構想とみなすこと
ができよう。したがって，ローゼの支出税論と彼が拠り所としたハラーの
合理的租税体系は，むしろ対立する関係にあるといえる。
　もっとも，ローゼが展開する支出税支持論は，単一税論として論難され
ることをあらかじめ想定して書かれたものではない，したがって，もし，
この点に議論の焦点が向けられることが予想されるなら，より厳密な検討
を重ねた上で租税体系論を提示したにちがいない，とローゼの立場を擁護
することは可能である。あるいは，単一税論と租税多元論といった二分法
によって課税ベースの問題を語るのは，あまりにも理念的にすぎるとか，
議論の位相がそもそも異なっている，という反駁も許されるかもしれない。
　こうした点を考慮して単一税論という批判を棚上げするとしても,ロー
ゼの支出税支持論の論拠は，依然として租税政策の根幹に関わる重要な問
題をはらんでいる。とりわけ，それは租税の機能的な分析を通じて支出税
論の論拠を構成しようとする姿勢に象徴的に現れている21）ｏ
　租税の機能をめぐるローゼの分析は，「租税の行政的機能」，「租税の再
分配機能」，「租税の経済的機能」というの３つの部分からなる。行政的
機能は，いわゆる租税の国庫的目標を言い換えたものだが，これ自体が支
出税の論拠を構成する要素とはみなされていない。ワグナーWagner, A.
を引き合いに出して説明される再分配機能については，支出税も所得税と
おなじようにこの機能を満たすことができるという示唆を行うにとどまっ
ている。一方，ラーナーLerner,A. P.の「機能的財政」２２）を参照しながら
取り上げられる租税の経済的機能は，支出税の有力な論拠を構成するもの
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とされ，主として景気政策的な観点から支出税の所得税に対する優位性が
強調されている。つまり，支出税下では消費需要のコントロールがより容
易で効果的であるという主張である。
　この点は，ローゼの依拠するハラーの合理的租税体系における第５公準
　（景気政策的効率性）にまさしく対応しているが，ラーナーが租税をもっぱ
ら経済安定化のための政策手段とみなしたのとおなじ意味で租税現実を十
分見極めない議論であるといえよう23）ｏ消費の抑制および拡張が，租税に
よってのみなされうるという確証はどこにもないからである。たとえ，支
出税が景気政策の用具として優れているという主張をある程度受け入れる
としても,その効果は租税体系全般の構成，支出面も含めた財政制度およ
び財政政策のあり方，さらにマクロ経済的な環境等々の諸条件にかかって
いるのであり，この点を支出税の論拠とすることはきわめて危険であると
いえよう。
　こうした経済的機能を支出税の論拠構成の核心部分におくことの危険性
については，ドイツ語圈における支出税研究の礎石を築いたツームシュタ
イン24）およびペフェコフェン２５）によって，早くも1970年代後半に指摘さ
れているところであり，彼らの指摘にローゼが配慮していなかったとすれ
ば，それは驚き以外の何者でもない。しかもローゼは，ミチュケ，ハック
マン，ヴェンガー，シュナイダーSchneider, D.などが展開した“現代ド
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イツにおける課税所得概念論争”26)すなわち課税ベースSteuerbemes-
sungsgrundlageの選択に関わる租税論上の成果にもほとんど触れていな
い。これもまた，消極的な意味で注目すべき点であろう。
　支出税支持論の「最終弁論」と大上段に構えたローゼの論拠構成である
が，そこで展開される議論は「最終弁論」というにはほど遠い，欠陥の多
いもので，この論文がハイデルベルク会議の報告書の総論部分を構成する
という事実は，ドイツにおける支出税研究の水準に対する評価を歪めるも
のになりかねない。
　ただし，ローゼ論文の直後に収録されているR. A.マスグレイヴMus-
grave, R. Ａ.「“正しい”課税ベースの選択に向けて一歴史的考察-」（原題:
Zur Wahl der“richtigen”Steuerbemessungsgrundlage-einehistorischeBetrach-
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tｕng)27)が，『消費指向型租税体系の構築』における支出校体系支持論の論
拠構成にとって大きな救いとなっている点は強調してもよい。この論文は，
マクロ的な所得概念と課税上の所得概念の問題，所得か消費かという課税
ベースの選択に際してのありうべき視点，つまり担税力の指標として何か
優位かという問題などを，過去および現在の諸学説を参照しながら分析し
たものである。こうした手法自体はけっして目新しいものではないが，
｢“正しい”租税体系がいかに定義されるかは，厳密には善なる租税体系そ
れ自体an sich の問題である｣とカントKant, I.の用語法まで持ち出した
上で28）,課税ベースの決定は経済的な問題ではなく公正Gerechtigkeitの
問題に帰されるべきものという判断を下し，最終的には｢所得税対支出税｣
という二者択一の問題に対する回答をミルMill, J. S.のひそみに倣って留
保している。
　｢“完全性一般がそうであるように，完全なる課税というものは実現でき
ない。あらゆる実際的な議論における第一義的な目標は，完全性とはなに
か，ということを確認することにある"というミルの言説と“所得対消費”
という議論とは同一平面上にあって，今なお決着はつかないままである｣29'
　マスグレイヴのこのような慎重かつ良心的な学究的姿勢は，結論を急ぐ
あまり論拠構成に失敗したローゼの態度とまったく対照的であるといえよ
う。
　支出税の代表的な研究者が一堂に会して行われたハイデルべルク会議だ
が，その研究報告書『消費指向型租税体系の構築』に関する限りは，支出
税体系の論拠構成にとって，少なくとも理論的な側面から支出税支持論を
補強する要素は見いだし難いものだったといえよう。かといって，ほぼ同
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時期に公刊された研究報告書『所得税一甦る不死鳥？』(原題:The Personal
Income Tax －Phoenix from the Ashes?）30)にみられるような所得税復権論が正
当なものであるかどうかもきわめて疑わしい31）。
　実際には｢所得税対支出税｣というシェーマに対する理論的な枠組みは，
かつてカルドアが示した範回を大きく超えてはいないというのがもっとも
真実に近く，シュナイダーの強調するように32)財政経済的な側面はもち
ろんのこと，行政や立法などを含む政治的要素をも考慮しながら徹底的に
論争しないかぎり，いつまでたってもカルドアの業績33)を｢古典｣と呼ぶ
ことはできない。
　Ⅲ．支出税の実施可能性に対するドイツ的接近法
　　　　　－ハードルプの所説をめぐってー
　『消費指向型租税体系の構築』をテクストにドイツにおける支出税論の
展開をみると，論拠構成の面では1970年代後半にミチュケなどによって
示されたロジック34）を超えるものはほとんど見当たらない。また，おなじ
ことだが，80年代以降についてはイギリスやアメリカに在住する研究者
の論拠構成に対する貢献が目立ち35)ドイツにおける議論もこれらを土台
に進められていると断定してよいだろう。だが，実施可能性に関する議論
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については，ドイツ固有の接近手法を強く印象づけるものやドイツに固有
の問題を取り扱う論文も少なくない。
　たとえば，消費課税実施に際しての社会の側の反応を分析的に取り上げ
たハードルプHardorp, B.の「消費税と社会」（原題:Konsumsteuer und Ge-
sellschaftr'は，正統的ドイツ財政学の潮流から生まれた財政社会学的接
近方法37）を意識させる研究として注目に値する。
　ハードルプは，「将来においてきわめて多くを期待される消費課税徴収
の意義と，これによってわれわれの社会生活にもたらされると予想される
作用を，意識のなかに植えつけようとするのであれば，したがって，その
ために必要な租税体系に対する意識の変化をわれわれに引き起こそうとす
るのであれば，まず，いかなる形態であろうが徴税は，ある種の（しかし
つねに重要な）社会的意識関係を徴税形態それ自身のなかに編み込んで反
映しているということを，肝に命じておくのが望ましい」と前置きしなが
ら，「既存の徴税形態は，（長い時間の経過のなかで）社会自らが反映してき
た意識の集積なのであって，社会自らがそのあり方をコントロールする用
具として，また個人と社会全体との関係を規制する用具として，これを利
用できるのである」という認識の下38)徴税形態の歴史的検討によって社
会的意識の変化を明らかにしようと試みている。
　こうした社会的意識の変化を捉えて，未だに経験したことのない租税一
般の実施可能性に対する判定を下すことができるのであれば，支出税の実
施可能性に関する研究にとってきわめて有益な視点がもたらされるであろ
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うことは明白であるが，残念ながらハードルプの論文は，必ずしもそれに
成功しているとはいえない。
　ハードルプは，近代における徴税形態の進歩を「間接税から直接税へ」
という契機によって説明しようとするが，まず間接税と直接税の定義がま
ったくなされていない。中世以前から部分的には近代まで継続されている
各種の収益課税が，ことごとく間接税というカテゴリーに分類され，所得
税の形成まで直接税が存在しなかったかのような印象を与える議論の展開
は説得力を欠いていると推断されてもやむをえないだろう３９）ｏ
　たとえ間接税・直接税といった定義の問題を度外視するとしても,間接
税から直接税に移行したとされる時期がきわめて曖昧であることに加えて，
個人対国家の関係の変化（利潤追求の意識・個人主義的経済思想の一般化），
簿記の普及（会計実務家・租税実務家の出現），担税力に対する認識，マクロ
経済的な問題領域の認識などをメルクマールとし，間接税から直接税へと
移行したとするハードルプの主張が妥当であるとする確かな証拠はあまり
にも少ない４0）。
　なによりも決定的なのは，それぞれの歴史的社会のあり方が，十分に特
徴づけられていない上，ハードルプが社会的意識と呼ぶものが十分に限定
されていないという点である。確かに，近代以前の分析に際してマックス
・ウェーバーWeber, Maxの支配に関する理念型に準じた概念などを一
部に示掲げてはいるものの，社会的意識と支配関係との結節点は必ずしも
明示されていない。近代以降については，社会的意識を構成する要素を個
人と企業という二つのモメントにおいてみているが，そこでは近代以前の
分析の際に依拠していた支配関係の理論は消失してしまっている。支配関
係の理論を応用する手法の是非については，高度に社会学的な判断を要請
されるため，ここでこれ以上論究しないとしても，社会的意識の問題に接
近する際には，少なくとも従来正統的財政学の範疇でも取り扱われてきた，
国家のあり方あるいは国家観に関する研究成果への言及が行われてしかる
べきである。ところが，残念なことにハードルプ論文にはこうした記述は
ほとんど見当たらない。
　社会的意識と国家観を全く別の問題とするなら，たとえばシュムペータ
ーが財政の社会学的分析の必要性を説く際に示した「全人格を超人格的な
目的体系の中にはめこまれた体制（封建制）が崩壊し，各家族の個別経済
というものがそれ自身の生活の中心点になって，そこに一つの私的領域が
基礎づけられる。これにたいしては，今や，公共的領域が明確な輪郭をも
ったものとして対立する新しい体制（近代国家）が生まれる」という認識４１）,
つまり，私的領域と公共的領域の分離あるいは対立が，近代国家の創成過
程と同時に進行しているという認識を軽視することになってしまう。ここ
でシュムペーターが提起したのは，近代国家の成立が租税の一般的徴求権
抜きには語れないという財政史的な視点と並んで，公私の経済領域・生活
領域の境界がいかに定められてきたか，あるいはいかに定められうるのか，
言い換えれば「公共性」とは何であるのかという，ある面では歴史的とい
うよりもすぐれて理論的な問題であったが，社会的認識といった社会学的
なターミノロジーを用いながら，国家あるいは公共性の問題を回避するの
は，樹を見て森を見ないに等しいのではなかろうか42）。
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　ハードルプの議論をさらに検討していくと，たとえば，税収確保という
国庫的観点と徴税制度に対する社会的意識との対立や源泉徴収制度が社会
的意識に対してもたらした影響が全く顧慮されていない，という難点も浮
かび上がってくるが，むしろ，租税体系の中立性公準と徴税に対する今後
の社会的認識を重ね合わせている点がより懸念される。おそらく，理念の
ひとつの類型である中立性公準を現実の社会的認識に反映させたいという
論者白身の価値判断が働いていると推定されるが，社会成員の大多数が中
立性公準こそ租税体系の核心であると認識する可能性についての客観的な
証拠は掲げられていない４３）。最終的なハードルプの提案は，垂直的公平に
も配慮した現行付加価値税の改良という点に落ち着き４４）,支出税について
も,さらなる租税技術的な工夫さえ考案されればその実施可能性は高まる
と前向きの評価を与えているが，社会的認識との関連はつまびらかにされ
ていない。また，支出税実施の際の租税技術的な工夫が具体的になにを指
すのかも言及されていない。
　以上で指摘したとおり，ハードルプの議論は，問題の大きさに比して，
けっして万全のものとはいえないが，支出税の実施可能性を多面的に検討
するための準備という点からすれば，その出発点として十分に評価すべき
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ものであると思われる。少なくとも，英米系の支出税論にない，ドイツ的
な意味での独自性を示しうる貴重な論点を多く含んでいるといえよう。
　Ⅳ．結　び
　本稿では，支出税体系一般の論拠形成と実施可能性に関する問題点とい
う観点から，『消費指向型租税体系の構築』45)に収録されたローゼ論文と
ハードルプ論文の二つをとくに選んで，ドイツにおける支出税研究の現状
に検討を加えた。ローゼ論文における支出税の論拠構成については，必ず
しも独自性が発揮されていないという指摘を行った。このような指摘に対
しては，理論的な研究に際しては個別性よりも普遍性が重視されるという
批判を被ることになるだろうが，筆者は,個別的な制度および制度の変遷
に適合したかたちでの論拠があって初めて租税政策的なリアリティが高ま
るとの判断から，英米的な制度論を前提にした論拠構成に全面的に依拠し
ないという立場をとるものである。その意味では，歴史学派に連なるドイ
ツ的な研究手法を消費課税の問題に応用しようとしたハードルプ論文に実
施可能性の研究という点からの独自性を見いだしたが，なお克服すべき問
題点は多いとの指摘も行った。
　しかしながら，ハードルプ論文にドイツ財政学の可能性をより強く感じ
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たことはたしかであり，彼が意図したような成果が生みだされることによ
って，ドイツにおける支出税論の論拠構成はより深化していくのではない
かと考えている。筆者の支出税研究も，ローゼ論文，ハードルプ論文の難
点を共有しており，彼らに対する批判的検討は自らの支出税研究の問題点
をあぶりだすこととなった。それははからずも,支出税の問題における財
政社会学的な分析の要請となって跳ね返ってくるが，財政社会学的分析に
ついては，残念ながら確立された手法が依然として見当たらないというの
が現状である。これはむしろ今後の財政学研究の課題として留意すべきで
あろう。このとき，シュムペーターの次のような言葉もあわせて明記され
る必要があるかもしれない。
　｢あらゆる他の社会的制度の場合とおなじく，整合性を欠いた租税体系
も永遠に生きながらえるわけではない。つぎの時代への潮流は緩慢だがた
しかに流れているものなのだ。所得税も，それが生み落とした経済的な形
態やメンタリティとともにやがては消滅することになろう｣46)
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